2011年度「労働法」（10月25日）

第7回　年次有給休暇（荒木176～193頁）
第７回講義のねらい「日本の年休取得率は48.1％（平成23 年「就労条件総合調査」）と、半分以下しか年休を取得できていないのはなぜか」「年休の取得時期の決定について日本とドイツ・フランスでは異なる制度を採っている。①労働者が決定できる制度と、②使用者が最終決定権を持つ制度、日本とドイツ・フランスはそれぞれいずれだろうか」「労働者が業務の忙しいときに年休を取りたいと申し出てきたとき、使用者は年休取得を拒むことができるのか」「年休は何に使うかは労働者の自由なので、年休を取って争議行為を行うことも自由？」「労働者は未取得の年休を使用者に買い取るように請求できるだろうか」「年休を取得した者をそうでない者よりボーナスで低く査定しても適法か」などについて考え、現行の年休制度を理解し、今後の課題について検討する。
1. 日本における年次有給休暇の現状
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2. 年休権の趣旨
3. 年次有給休暇権の法的構造
a. 学説の展開と二分説の確立
47白石営林署事件
b. 計画年休の創設と年休権の新たな整理
4. 年休権の成立
a. 6ヶ月間継続勤務
b. 全労働日の8割以上出勤
c. 休暇日数
d. 休暇の分割付与
5. 年休取得時期の特定
a. 時季指定権
i. 具体的時期の指定
ii. 季節の指定
b. 時季変更権
i. 時季変更権の行使方法
ii. 「事業の正常な運営を妨げる場合」
49時事通信社事件
c. 計画年休制度
6. 年休権の法的効果
7. 年給の使途
a. 年休自由利用の原則
b. 年休の争議目的利用
48津田沼電車区事件
8. 未消化年休の処理
9. 年休取得と不利益取扱い
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